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【議題１】 

 第 23 期鹿児島海区漁業調整委員会の会長及び職務

代理者の選出について（協議） 

  

鹿 児 島 海 区 

漁 業 調 整 委 員 会 資 料 

令 和 ７ 年 ５ 月 2 0 日 



 



第 23 期鹿児島海区漁業調整委員会の 

会長及び職務代理者の選出について 

 

１ 根拠 

（１）漁業法 

   

 

 

 

 

  

（２）漁業法施行令 

   

 

 

 

 

 

 （３）鹿児島海区漁業調整委員会事務規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 選出方法 

 （１）会長 

    委員互選により１人選出。 

    ただし，互選により選出することができなかった場合は，委員の中から，知事が選

任する。 

 

（構成） 

第百三十七条 海区漁業調整委員会は，委員をもつて組織する。 

２ 海区漁業調整委員会に会長を置く。会長は，委員が互選する。ただし，委員が

会長を互選することができないときは，都道府県知事が委員の中からこれを選任す

る。 

（会長の職務） 

第十三条 漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会の会長は，それぞれ，会務を

総理し，会を代表する。 

２ 漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会について，会長が欠けたとき又は会

長に事故があるときは，あらかじめ委員が互選した者がその職務を代理する。 

（構成） 

第３条 委員会は，委員 15 名をもつて組織する。 

２ 委員会に会長を置く。会長は，委員が互選する。ただし，委員が会長を互選す

ることができないときは，委員の中から，知事が選任した者をもつて充てる 

 

（職務権限） 

第４条 会長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

２ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，委員があらかじめ互選した

者が，定められた順序によりその職務を代理する。 
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（２）会長職務代理者 

    委員互選により２人選出 

 

３ 参考（漁業調整委員会の種類及び所掌範囲） 

  漁業調整委員会は，国又は都道府県に設置された行政委員会であって，海区漁業調整委

員会，連合海区漁業調整委員会及び広域漁業調整委員会の３種類がある。 

 （１）漁業法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）地方自治法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（漁業調整委員会） 

第百三十四条 漁業調整委員会は，海区漁業調整委員会，連合海区漁業調整委員会，

広域漁業調整委員会とする。 

２ 海区漁業調整委員会は都道府県知事の監督に，連合海区漁業調整委員会はその

設置された海区を管轄する都道府県知事の監督に広域漁業調整委員会は農林水産

大臣の監督に属する。 

 

（所掌事項） 

第百三十五条 漁業調整委員会は，その設置された海区又は海域の区域内における

漁業に関する事項を処理する。 

第百八十条の五 （略） 

２ 前項に掲げるもののほか，執行機関として法律の定めるところにより都道府県

におかなければならない委員会は，次のとおりである。 

 一 公安委員会 

 二 労働委員会 

 三 収用委員会 

 四 海区漁業調整委員会 

 五 内水面漁場管理委員会 

３ （略） 

４ 前三項の委員会若しくは委員の事務局または委員会の管理に属する事務を司

る期間で法律によりもうけられなければならないものとされているものの組織を

定めるに当たつては，当該普通地方公共団体の長が第百五十八条第一項の規定によ

り設けるその内部組織との愛大に権衡を失しないようにしなければならない。 

５ 普通地方公共団体の委員会の委員または委員は，法律に特別の定めがあるもの

を除く外，非常勤とする。 
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